
基金事業実施状況報告及び活性化事業実績報告について

１．平成２１年度に都道府県及び市町村が実施した活性化事業（交付金相当部分）

（単位：千円）

長崎県（平成21年度）

（１）消費生活センター機能強化事業

事業名

（４）消費生活相談員等レベルアップ事業

（３）消費生活相談員養成事業

（２）消費生活相談スタートアップ事業

（６）広域的消費生活相談機能強化事業

（７）食品表示・安全機能強化事業

0 2,832

90 750

（９）商品テスト強化事業 0

2,832

（５）消費生活相談窓口高度化事業

6,919 6,919

111 2,896 3,007

都道府県 市町村 合計

3,383 7,986 11,369

840

0 0

0 43 43

（８）消費者教育・啓発活性化事業 457 6,121 6,578

0

0 0

（10）地方苦情処理委員会活性化事業 0 0

（11）一元化相談窓口緊急整備事業 0 4,728 4,728

２．消費者行政決算及び平成２１年度の基金取崩し額
（単位：千円）

管内市町村決算

基金取崩し額

取崩し割合

69,790

99,250

39,258

23%

都道府県決算

（12）消費者行政活性化オリジナル事業 2,942

11,168 28,090 39,258

2,734

消費者行政決算総額 169,040

合計

208

（11） 元化相談窓口緊急整備事業 0 4,728 4,728



３．消費生活相談員養成事業

①参加者総数 ①参加者総数

②年間研修総日数 ②年間研修総日数

③参加自治体 ③参加自治体

①実地研修受入総数 ①実地研修受入総数

②年間研修総日数 ②年間研修総日数

③実地研修受入自治体 ③実地研修受入自治体

的相談窓 緊急整備事業

実施形態 管内全体の研修参加・受入要望（事業計画）

佐世保市、平戸市、西海市、南島原市、長与町、新
上五島町

自治体参加型

法人募集型

佐世保市、平戸市、西海市、南島原市、長与町、新
上五島町

6 人

390 人日

0 人日

管内全体の研修参加・受入（実績）

0 人0 人

0 人日

6 人

390 人日

４．一元的相談窓口緊急整備事業

人 人時間／年 千円

人 人時間／年 千円5,171 4,728

対象人員数

0

追加的総費用追加的総業務量（総時間）

0県

管内市町村 5

0

事業実施自治体

大村市、松浦市、五島市、雲仙市、南島原市



５．平成２１年度に都道府県が実施した活性化事業（交付金相当分） （単位：千円）

111

5,201 5,201

111

90

3,564

事業の実績

0 0

3,355

事業経費
基金（交付
金相当分）
対象経費

0 0

3,383 3,383

3,355

500

0

457 457

23,240

0

154

⑫ 元的相談窓口緊急整備事業 0

携帯電話等への消費者支援メール配信500

0

0

90

0 0

90 消費者庁設置のキャンペーン期間（３ヶ月間）中、弁護士相談の回数を既存の月１回から月２回に増やす。90

0 00

0

154

⑤消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支援）

事業計画

事業経費
基金（交付
金相当分）
対象経費

0 0

23,240

⑦消費生活相談窓口高度化事業

⑧食品表示・安全機能強化事業

7,000 7,000

0 0

3,564

0

0 0 00

①消費者庁設置に伴う相談窓口の周知、②広報該当キャンペーン、③全国統一の相談ダイヤル番号等の
路線バスへの広告、④広告・法執行用携帯型パソコン、プリンターの整備、執務参考図書購入

相談員養成事業（法人募集型、養成人数６名）を実施

相談員養成事業（法人募集型、養成人数６名）を実施④消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

⑨消費者教育・啓発活性化事業

⑩商品テスト強化事業

⑪地方苦情処理委員会活性化事業

事業名

①消費生活センター機能強化事業（増設）

②消費生活センター機能強化事業（拡充）

③消費生活相談員養成事業（研修開催）

事業（実績）の概要

研修の参加を増やす。

0 0⑫一元的相談窓口緊急整備事業 0

0

208

0 0

11,168

0

⑬消費者行政活性化オリジナル事業（連携強化）

⑮消費者行政活性化オリジナル事業（その他）

11,168

2,425 2,425 208

38,610

0

38,610合計

⑭消費者行政活性化オリジナル事業（事業者指導、法執行強化） 0 0 0

移動相談会及び出前講座による市町消費者行政支援

0



６．活性化事業（都道府県実施分）の実績詳細

対象経費（実績）

①、②車内広告、街頭キャンペーンにより相談ダイヤル、県内相談窓口を
周知。③現場における調書作成、確認を可能となった。④消費者行政関
係法令の改正等に対応

消費者警戒情報発信の新たなツールとしてメール配信を追加

６名が座学研修を終了

６名が座学研修を終了

研修参加に係る旅費、負担金等

消費者庁設置から３ヶ月をキャンペーン期間内として、同期間内の弁護士謝金

法改正、 近の事例への対応などについて相談のレベルアップを達成

消費生活センター全体として、専門的な知識、ノウハウを修得

携帯電話メール配信システム使用料

研修参加旅費、宿泊費、日当

事業名

⑧食品表示・安全機能強化事業

事業強化・機能強化の成果

⑤消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支援）

④消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

①消費生活センター機能強化事業（増設）

⑦消費生活相談窓口高度化事業

⑨消費者教育・啓発活性化事業

⑩商品テスト強化事業

⑪地方苦情処理委員会活性化事業

（社）全国消費生活相談員協会への要請業務委託料

①携帯版リーフレットや新規チラシの製作費、②バス広告用ポスター製作費、広告代
③備品購入費、④執務参考図書購入費

⑫一元的相談窓口緊急整備事業

⑬消費者行政活性化オリジナル事業（連携強化）

③消費生活相談員養成事業（研修開催）

②消費生活センター機能強化事業（拡充）

７．消費生活相談員養成事業の研修参加、実地研修受入実績（都道府県実施分、該当する場合に記載）

自治体参加型
参加希望者数 人

年間研修総日数

参加者数 人

人日

人日

法人募集型
実地研修受入人数

年間研修総日数人日年間研修総日数

人実地研修受入希望人数

研修参加・受入

年間研修総日数

人

人日

実施形態
研修参加・受入要望

・専門相談員を配置していない市町における相談実施
・相談窓口の認知度も向上

事業計画 実績

⑭消費者行政活性化オリジナル事業（事業者指導、法執行強化）

⑮消費者行政活性化オリジナル事業（その他） 移動相談にかかる相談員旅費、ポスター・チラシ作成費、会場使用料等



８．平成２１年度に管内の市町村が実施した活性化事業の総額（交付金相当分） （単位：千円）

1

2

3

4

5

6

7

8

9

#

#

1,177 1,177

実施市町村

五島市

8,137

0

6,706

0 0

8,137

平戸市、松浦市、西海市、雲仙市、長与町、南島原市、新上五島町

長崎市、佐世保市、大村市

長崎市、佐世保市、大村市、平戸市、松浦市、五島市、雲仙市、南島原市、長与町、新上五島町

1,279

事業の実績事業計画

基金（交付
金相当分）
対象経費計

事業経費

3,341

①消費生活センター機能強化事業（新設）

0

基金（交付
金相当分）
対象経費計

事業経費

0

4,027

0

0

0

0

0

2,835

0

6,706

00 0

事業名

0

4,027

0

2,897

7501,070

0

2,835

1,279

3,341

0

1,070

0

2,897

750

00

0

0

0

②消費生活センター機能強化事業（増設）

③消費生活センター機能強化事業（拡充）

④消費生活相談スタートアップ事業（新設）

⑤消費生活相談スタートアップ事業（拡充）

⑥消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）

⑧消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支援）

⑨消費生活相談窓口高度化事業

⑩広域的消費生活相談機能強化事業（新設）

⑪広域的消費生活相談機能強化事業（拡充）

長崎市、佐世保市、大村市

#

#

#

#

#

#

#

#長崎市、平戸市、雲仙市 3,381

0

0

0

0 0

大村市、松浦市、五島市、雲仙市、南島原市

3,381

33,390

2,734

4,728

28,090

0

00

0

6,1187,334

0

0

28,090

0

4,728

0 0

長崎市、佐世保市、大村市、松浦市、五島市、西海市、雲仙市、南島原市、新上五島町

長崎市 43

0

0

4,823

7,334

⑰消費者行政活性化オリジナル事業（連携強化）

⑱消費者行政活性化オリジナル事業（事業者指導、法執行強化）

⑲消費者行政活性化オリジナル事業（その他）

⑬消費者教育・啓発活性化事業

43

33,390

4,823

100 100

6,118

⑫食品表示・安全機能強化事業

⑭商品テスト強化事業

⑮地方苦情処理委員会活性化事業

⑯一元的相談窓口緊急整備事業

合計

2,734



９．活性化事業（管内市町村実施分）の実績詳細

消費生活センターの事務所開設、備品等

事業・機能強化の成果の概要

弁護士、司法書士を活用し、相談機能を強化

相談室の改修工事、専用電話の増設、備品購入費等

相談室の設置、備品・書籍等購入、専用電話の設置

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）

⑧消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支援） 研修参加（参加費、旅費）

⑨消費生活相談窓口高度化事業

食品表示・安全の分野に係る研修の開催（講師謝金、旅費）

⑥消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

⑭商品テスト強化事業

⑮地方苦情処 委員会活性化事業

事業名

⑫食品表示・安全機能強化事業

⑪広域的消費生活相談機能強化事業（拡充）

①消費生活センター機能強化事業（新設）

②消費生活センター機能強化事業（増設）

③消費生活センター機能強化事業（拡充）

④消費生活相談スタートアップ事業（新設）

⑤消費生活相談スタートアップ事業（拡充）

⑬消費者教育・啓発活性化事業 パンフレット・チラシ等の配付、教職者向け研修会の開催、啓発に係る備品

⑩広域的消費生活相談機能強化事業（新設）

10．平成２１年度の基金取崩し実績額

　

　

交付金相当分

⑲消費者行政活性化オリジナル事業（その他）

千円

千円

うち都道府県の基金

うち管内の市町村の基金計 0

0

39,258

11,168 千円

⑮地方苦情処理委員会活性化事業

⑯一元的相談窓口緊急整備事業

千円

⑰消費者行政活性化オリジナル事業（連携強化）

28,090

⑱消費者行政活性化オリジナル事業（事業者指導、法執行強化）

千円うち管内の市町村合計

0

千円積増し相当分

うち都道府県

新規相談員の雇用、既存相談員の勤務時間数増

消費生活センターホームページ改修、パンフレット改訂、離島巡回相談実施、窓口ダイヤル周知シール及び消費者被害防止シール配付



11．消費者行政決算

12．基金の管理（実績）

300,000

-

千円133,065 千円 129,782

千円

うち基金（交付金相当分）取崩対象外経費

千円 0

千円

133,065

平成20末の基金残高（交付金相当分）

-

- 千円28,090

千円

72,223

設置当初の基金残高（交付金相当分）

千円 169,040

千円

千円

72,223 71,160

60,842 千円

前年度差

8,948 千円

- 千円

0.23

千円

27,027 千円

- 千円

-1,063 千円

-

60,842 千円 69,790

千円 99,250

千円

千円

千円

-2,220

千円

35,975 千円

千円

-3,283 千円

千円-

チェック項目

-

0.16

-

-

0.28

-

-

-

300,000 千円

千円 -

千円

千円

-

千円

11,168 千円

千円

千円

0 --

39,258

千円

うち基金（交付金相当分）取崩対象経費

うち基金（交付金相当分）取崩対象外経費 58,622

-

-うち基金（交付金相当分）取崩対象の常勤職員の時間外勤務手当

うち基金（交付金相当分）取崩対象の常勤職員の時間外勤務手当

うち基金（交付金相当分）取崩対象経費

-

-

③都道府県全体の消費者行政決算総額

②都道府県の管内の市町村の消費者行政決算総額

うち基金（交付金相当分）取崩対象の常勤職員の時間外勤務手当

うち基金（交付金相当部分）取崩対象経費

うち基金（交付金相当分）取崩対象外経費

千円

①都道府県の消費者行政決算

千円 0

平成20年度 平成21年度

13．都道府県の消費生活相談窓口

258

0 千円

消費生活相談員の配置

平成20年度末

設置当初の基金残高（積増し相当分）

平成20年度末の基金残高（積増し相当分）

平成21年度の基金運用収入（交付金相当分）

平成20年度末 相談員総数 7

平成21年度末の基金残高（積増し相当分）

平成21年度の基金取崩し額（交付金相当分）

平成21年度の基金運用収入（積増し相当分）

平成21年度末の基金残高（交付金相当分）

人

千円

39,258 千円

千円

261,000 千円

相談員総数 7人 21年度末実績

7 人

千円

0

千円

千円

相談員総数

平成21年度の基金取崩し額（積増し相当分）

うち常勤職員の相談員 人 人

21年度末実績 相談員総数 7 人

21年度末実績 相談員総数

うち非常勤の相談員

うち委託先職員等の相談員 人平成20年度末 相談員総数

平成20年度末 相談員総数

人21年度末実績 相談員総数



14．平成21年度の都道府県の相談員の処遇改善に向けた取組（実績）

15．管内市町村の消費生活相談窓口

16．平成21年度の管内の市町村の相談員の処遇改善に向けた取組（実績）

②研修参加支援

③就労環境の向上

研修機会を確保するなど、待遇の向上を図る予算の確保に努めた。

④その他

大村市：有資格者については、平成２１年度から時間給を５割程度アップした。
五島市：年齢区分に伴う報酬の向上を導入
南島原市：有資格者について報酬を向上

人

処遇改善の取組 実施市町村及び具体的内容

①報酬の向上

人 21年度末実績 相談員総数平成20年度末 相談員総数 13

①報酬の向上

処遇改善の取組 具体的内容

21年度末実績 相談員総数

16

うち常勤職員の相談員 平成20年度末 相談員総数

うち非常勤の相談員 平成20年度末 相談員総数 13

消費生活相談員の配置

人 21年度末実績 相談員総数うち委託先職員等の相談員 平成20年度末 相談員総数

人 21年度末実績

人

人

相談員総数 16 人

人

④その他

③就労環境の向上 五島市：時間外勤務をすべて振替休暇にて対応したが、割り増し報酬支給に変更

②研修参加支援

南島原市：有資格者について報酬を向上

長崎市、佐世保市、大村市、松浦市、五島市、雲仙市、南島原市
旅費を支援することにより研修の機会を確保


